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　このたび、今後１０年の知立市のまちづくりの方向性を示す

「第６次知立市総合計画」を策定しました。

　策定にあたり、ご協力いただきました市民の皆様、関係各位に

は心から厚くお礼申し上げます。

　総合計画（基本構想）に関しましては、２０１１年の地方自治

法の改正により、その策定義務がなくなりました。そのような中で

も、知立市においては、２００５年に制定した「知立市まちづくり

基本条例」において策定を義務づけ、まちづくりの基本理念を実

現する重要な手段として総合計画を推進してまいりました。

　この第６次知立市総合計画においても、まちづくり基本条例の

理念を基調とし、各分野において新たな課題とそれに対応する施

策及び協働の取組方針を明確にしております。

　そして、いずれの施策においても大切にしていく基本的な方針

として、「知立駅周辺の整備効果の本市全体への波及」、「子ど

もや子育て世帯の暮らしやすさの向上」、「自助・共助・公助が

息づく協働のまちづくり」を掲げ、特にこれからを担う子どもや若

者がいきいきと暮らし、活躍できるまちにしていきます。

　生活の場としての安らぎと、いきいきと活動している人が生み出

すまちのにぎわい。その住みよさを誇れる『輝くまち  みんなの知立』

をめざし、市民の皆様と一丸となって、市政運営に取り組んでま

いりたいと思います。

　今後とも一層の市政へのご理解とご協力、まちづくりへのご参

加をよろしくお願いいたします。

　

知立市長 　林　郁夫

このたび、今後１０年の知立市のまちづくりの方向性を示す

『輝くまち  みんなの知立』
　　～安らぎ・にぎわう  住みよさを誇れるまち～ をめざして
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総合計画のあらまし
第 1編　序 章

第 1章

2

本市では、2003年度から第５次知立市総合計画によって、『輝くまち　みんなの知立』をめざして、

着実にまちづくりを進め、人口も増加しました。

一方でこの間、全国的に少子高齢化や家族規模の縮小化はさらに進行し、市民の価値観が大きく

変化するとともに多様化しました。また、経済の低迷期が長く続いている上に、リーマンショックや

東日本大震災が起こり、地域経済や市民生活に大きな影響を及ぼした激動の時期であったといえ

ます。

このような中で、本市においては、これまでの地域課題に引き続き対応するとともに、社会経済状

況を踏まえた新たな課題に対応した市政運営が求められています。また、本市では「知立市まちづく

り基本条例」を推進する中で、市民と行政との協働により地域の課題に対応する、新しいまちづくり

をさらに進める必要があります。

そこで、第５次知立市総合計画に引き続き、新たな市政運営の目標とその達成に向けた施策を明

らかにする「第６次知立市総合計画」を策定します。

第 1 節　総合計画策定の目的

総合計画は、次のような性格を持ち、役割を果たします。

第 2 節　総合計画の性格と役割

●●本市の市政運営における最上位に位置づけられる計画

●本市の中長期的な将来像を見据えて、本市が実施するすべての分野の施

策の方向性を定める総合的な計画

●市民、議会、市が、本市の将来像やまちづくりの目標を共有するもの

●本市の将来像や目標の実現に向けて、市が実施する施策の方向性を定め

る行政の指針

●協働のまちづくりに対し、市がどのような分野でどのような役割を担うかに

ついて明らかにする、協働に対する行政の指針

総合計画の
性格

総合計画の
役割

※市民：知立市まちづくり基本条例では、市民を「市内に居住する者、働く者及び学ぶ者並びに
市内で事業を営むもの又は活動する団体等」と定めています。
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第 3 節　総合計画の構成と期間

総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」により構成しています。　

本市が中長期的にめざすまちや市民生活の将来像を描き、まちづくりの目

標及び市政運営の方向性を示します。

計画期間は10年間（2015年度から2024年度）とします。

基本構想で示した将来像や目標の実現に向け、市が取り組む施策の方針

や内容を示します。

計画期間は、基本構想と同じ10年間（2015年度から2024年度）とし、中

間年度において計画の進捗状況を確認します。

基本計画で示した施策に基づき実施する事務事業について、その内容、

事業量、事業費を財政と連動させながら具体的に示します。

計画期間は３年間とし、毎年度見直しながら作成します。（ローリング方式）

基本構想

実施計画

基本計画

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

基本構想

基本計画

実施計画

2015年度から2024年度の10年間

3年間

3年間

3年間

3年間

2015年度から2024年度の10年間
（中間年度に計画の進捗状況を検証）  



基本構想

基本計画

実施計画

4

総合計画の進行管理については、基本計画に記載する施策の達成状況について、PDCAサイクル

の考え方により、定期的に評価を行い、次期の実施計画や個別計画に反映させることとします。

なお、総合計画の将来像やまちづくりの目標は、市の施策や事業を展開することにより実現をめざ

すとともに、市民の取組や協働の取組もまちづくりに大きく貢献することを期待しています。このため、

総合計画の進行管理としての施策評価は、市の取組の実施状況を検証する事務事業評価、市民の取

組や協働の取組の成果の共有を行い、これらを反映させながら行います。

第 4 節　総合計画の進行管理の考え方

知立市の将来像/まちづくりの目標

市民の取組
協働の取組

基本施策（34）

個別施策（130）

事務事業（約500）

[市の取組]

施策ごとの
目標達成状況

個別施策の妥当性

事業の的確性

事業の実施量

実施内容・手法

費用対効果

【施策評価】

【事務事業評価】
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情
報
の
共
有
・
協
働
の
推
進

相互に反映 相互に反映

総合計画の進行管理　[施策評価・5年ごとに実施]

PLAN（計画）

CHECK（評価）

次期の実施計画、
個別計画等への反映

ACTION（改善）
施策の実施に際しての課題の抽出
次期の施策・事業の実施方針の設定

DO（実施）
施策目標に向けた事業の実施
● 市の実施する事務事業
● 市民の取組、協働の取組

施策ごとの効果の検証
● 施策・事業の実施状況
● アンケートによる市民評価

市の取組に関する進行管理
[事務事業評価・毎年度実施]

市民の取組に関する進行管理
[取組の成果共有・毎年度実施]

PLAN（計画）
実施計画
予算編成

ACTION（改善）
改善点抽出

次期実施計画に反映

DO（実施）
実施計画に基づく
事業の実施

CHECK（評価）
事務事業の評価
実施量・実施効果

PLAN（計画）
市民版まちづくり計画及び
その他の市民の行動計画

ACTION（改善）
市民による総括

次期の市民による取組に反映

DO（実施）
市民の取組
協働の取組

CHECK（評価）
取組の成果報告
意見交換
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知立市を取り巻く動向とまちづくりの   

我が国全体の人口は、2004年をピークに減少傾向に転じました。今後も

減少は続き、2060年には１億人を下回ると推計されています。また、総人

口が減少する中で少子化・高齢化も進展しています。国の社会制度や施策も、少子高齢社会や人口

減少社会を踏まえたものに転換しつつあります。

本市において、人口は増加傾向にありますがその増加幅は徐々に縮小して

おり、2020年頃をピークに減少に転じることが予測されています。また、年

少人口及び生産年齢人口がともに減少傾向に転じているのに対して、高齢者

人口は増加の一途をたどっています。

本市は主要企業が揃っている名古屋市や豊田市に近く、交通利便性も高いとともに、現在知立駅

周辺の開発を進めており、新たな住宅地整備も計画していることから、若い世代の増加が見込めます。

将来の少子高齢化の進展や人口減少を見据えた施策に取り組みながらも、本市が主要施策として

取り組んできた子育て環境の充実を、これまで以上に進めていくとともに、良質な住環境の整備を進

めていくことが必要です。

本市の状況と
主要課題

社会潮流

人口減少、少子高齢化への対応1

本市と全国の人口推移と将来推計

資料：2010年以前は国勢調査
　　　2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所
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主要課題

我が国の経済は低成長期を迎えています。消費や生産を支える生産年齢人

口の減少などに伴い、今後も大きな経済成長は見込みにくいといわれていま

す。雇用に関しても、最近は改善の兆しが見られるものの、依然として厳しい状況は続いています。

人口構造の変化や経済状況などから、今後も、税収の大きな増加は期待しにくい一方で、社会保

障費などの義務的経費が増加するとともに、老朽化した公共施設の改善などの支出が見込まれてお

り、限られた財源の中で選択と集中を行い、地方自治体が自律的かつ効率的に行政運営していくこと

が求められています。

本市においても、リーマンショック以降は市内総生産や市民所得などが減

少しました。財政力指数は2009年度をピークに低下傾向に転じ、2012年度

には1を下回り、厳しい財政状況となっています。

このような財政状況を踏まえ、新たな自主財源の確保等による歳入の増加、事務事業の見直しや

施策の重点化による歳出削減等、効率的な財政運営を行う必要があります。

雇用に関しても愛知県の求人倍率は全国より高く推移していますが、リーマンショック直後は全国と

同様に状況が急激に悪化し、求人倍率が1を下回りました。地域の経済や雇用は産業や市民生活を

支える重要な要素であることから、経済や雇用の活性化につながるまちづくりが必要となっています。

※財政力指数
　地方公共団体の財政力を
示す指数で、基準財政収
入額を基準財政需要額で
除して得た数値の過去３年
間の平均値。財政力指数
が高いほど、普通交付税
算定上の留保財源が大き
いことになり、財源に余裕
があるといえる。

社会潮流

本市の状況と
主要課題

社会経済情勢の変化と行財政の悪化への対応2

本市の財政力指数

資料：総務省

1.3

1.2

1.1

1.0

0.9

0.8

0.7
（年度）2004

1.031.03
1.071.07 1.061.06

1.041.04 0.970.97

0.980.98
0.960.96

0.920.92

1.101.10
1.131.13

1.171.17
1.141.14

1.111.111.111.11
1.081.08

1.051.05
1.011.01

0.890.89

1.201.20

1.03
1.07 1.06

1.04 0.97

0.98
0.96

0.910.910.910.92

1.10
1.13

1.17
1.14

1.111.11
1.08

1.05
1.01

0.89

1.20

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

知立市
県平均
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2000年の地方分権一括法の施行以来、国から地方への権限移譲、地方税

財源の充実強化など、個性を活かし自立した地方をつくるための取組が着実

に進められています。

また、1998年の特定非営利活動促進法の施行以来、多くのNPO法人が設立され、市民活動が活

発化しており、市民による新しい公共や協働の概念も浸透してきています。魅力的できめ細かなまち

づくりを進めるためには、市民力を活かした協働のまちづくりの重要性はさらに高まっています。

本市においては、これまでも子育て環境の充実や多文化共生社会の推進、

生涯学習のまちづくりなど、本市の特性を活かした独自の施策に取り組んで

きました。今後も引き続き、市民に最も近い行政として、現状と課題に即し

た施策立案と実行に取り組んでいく必要があります。

また、2005年に制定した知立市まちづくり基本条例において協働の重要性を位置づけました。市

内各地で多様な市民活動が展開され、協働のまちづくりも進みつつあります。今後も市民・市議会・

市がともに理解しながら、様々な場面で協働のまちづくりを進める必要があります。また、本市は生

涯学習活動が活発なまちであることから、生涯学習や生きがいづくりの活動をまちづくり活動につな

げていく仕組みを構築することも必要です。

東日本大震災が発生するとともに、台風や局地的な豪雨に伴う水害・土砂

災害が各地で頻発しています。

防災・減災の視点からハード面の整備や災害発生後の体制整備等を進めるとともに、2013年の災

害対策基本法の改正において地域コミュニティレベルでの防災活動に関する計画である地区防災計

画制度が創設され、地域防災力を強化していくことが求められています。

東海地方では南海トラフ巨大地震の発生が高い確率で予測されています。

本市においては、地震に伴う被害と合わせて河川の氾濫や浸水等の水害が

生じる可能性があります。

これまで公共施設の耐震化等に取り組んできましたが、今後は橋梁などのインフラの耐震化など

ハードによる整備と合わせて、緊急時の情報伝達体制の強化を行っていく必要があります。また、市民・

地域の災害時の対応能力を高め、市民・地域・企業・行政・消防・自主防災組織等の関係機関が

一体となって、災害に強い安全・安心なまちづくりを進めていく必要があります。

社会潮流

本市の状況と
主要課題

社会潮流

本市の状況と
主要課題

地方分権と地域主体のまちづくりへの対応3

災害に強い安全・安心なまちづくりへの対応4
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情報通信コミュニケーション技術（ＩＣＴ）の発達により、市民の情報の入

手・発信手段、コミュニケーション、消費や就労行動などが変化し、市民生

活が大きく変化しています。また、企業活動もＩＣＴを活用した新たな展開を見せています。これら

の変化は今後も大きくなると予想されています。

また、市民主体・民間主導のまちづくりへの要請が高まる中、行政等が保有する公共データのビ

ジネス活用等への期待が高まっており、その体制整備が求められています。

本市の今後のまちづくりにおいては、情報通信環境の変化を的確に捉え、

施策の中で効果的に活用していくとともに、活用しやすい形式でデータを公

開していくことが必要です。その一方で、個人情報・プライバシーの保護や、

情報セキュリティの確保等、情報化に伴う課題に取り組んでいくことも必要不可欠です。

 

少子高齢化により、人口減少が進む中、良好な住環境を整備することと合

わせて、市民の地域に対する愛着や誇りを抱くシビックプライドをどのように

育んでいくか、市外の人に本市の魅力をどのように発信していくかは大きな課題となっており、魅力

を創造し、発信するシティプロモーションに取り組む自治体が増えています。

本市には、東海道松並木、八橋のかきつばた、山車文楽・からくりなど、

誇るべき地域資源がありますが、あまり知られていない現状があります。本

市は、市民の定住意向は着実に上昇しており、就職を機に転入する市民も多

くなっています。若い世代や将来を担う子どもを中心に、市民の本市に対する愛着や誇りを育くんで

いくことが求められています。

社会潮流

本市の状況と
主要課題

社会潮流

本市の状況と
主要課題

情報化社会の進展への対応5

知立への誇りと愛着の醸成6
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基本理念と将来像

人々が集う
交流の
まちづくり

2
互いの

人権を尊重し、
思いやりの心を
育むまちづくり

4

人と環境に
やさしく、

健康で安心して
暮らせるまちづくり

1
次代を担う
子どもを
豊かに育む
まちづくり

3
芸術や文化を
大切にする
まちづくり

5

知立市まちづくり基本条例第3条には、まちづくりの基本理念として下の５点を定めています。本

計画は、この基本理念に基づきまちづくりを推進するものとします。

第 1 節　まちづくりの基本理念

第 2 節　将来像

『輝くまち　みんなの知立』
～安らぎ・にぎわう　住みよさを誇れるまち～

『輝くまち』とは・・・　
これまで積み重ねられた歴史を大切にしており、
知立市民が「生活の場としての安らぎ」と
「産業が栄え、いきいきと活動している人の
力が生み出すまちのにぎわい」
を実感できる、住みよいまちの事です。

『みんなの知立』とは・・・   　
『輝くまち』に愛着を持ち、みんなが知立のこと
を誇らしく思っている様子と
わがまち「知立」のために、主体的にまちづくり
に関わる市民の姿をイメージしています。

第５次知立市総合計画においては、「輝くまち　みんなの知立」という将来像を掲げ、様々な施策

に取り組んできました。

本計画においては、その将来像を引き継ぐとともに、「輝くまち」の具体的なイメージを描き、さら

に輝きを増すように市政運営を進めていきます。

この将来像には、次のような意味を込めています。
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第 3 節　まちづくりの枠組み

計画期間における人口及び土地利用の方針を次のように定め、これに基づき市政運営を進めてい

きます。　

本市の人口は、2010年には68,398人であり、これまでは増加傾向にありました。人口推計によ

ると、今後10年間はほぼ横ばいとなり、その後は人口減少に転じることが予想されています。国

立社会保障・人口問題研究所では、2025年の本市の人口を70,312人と推計しています。

本計画においては、この人口推計を目安としながら、子育て環境の充実、都市基盤施設の整備、

新しい住宅地の開発等を進め、定住性の高いまちづくりを進めるものとします。

１.  将来人口

男女別５歳階級別人口

参考　本市のこれまでの人口の推移と将来推計

90 歳以上
85 ̶ 89
80 ̶ 84
75 ̶ 79
70 ̶ 74
65 ̶ 69
60 ̶ 64
55 ̶ 59
50 ̶ 54
45 ̶ 49
40 ̶ 44
35 ̶ 39
30 ̶ 34
25 ̶ 29
20 ̶ 24
15 ̶ 19
10 ̶ 14
5  ̶   9
0  ̶  4

男 女

01,0002,0003,000 3,0002,0001,0000（人） （人）

資料：2010年は国勢調査実績値、2025年は国立社会保障・人口問題研究所推計、各年10月1日現在

資料：2010年以前は国勢調査実績値、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計値、各年10月1日現在

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

62,587人 66,085人 68,398人 69,736人 70,315人 70,312人

実績人口 推計人口

2010年 2010年

2025年 2025年
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本市の土地利用は、市域1,634haのうち、1,081haが市街化区域、553haが市街化調整区域に

指定されており、市街地と農地が調和した土地利用が図られています。

今後もこれまでの土地利用を継承しながら、各ゾーンの方針に基づき土地の有効利用を図るこ

ととします。（下図参照）

知立駅周辺においては、連続立体交差事業にあわせて知立駅周辺土地区画整理事業、市街地

再開発事業を実施しており、本総合計画の期間中においては公共施設整備とともに建築行為等の

誘導により、都市機能の高度集積が見込まれます。

また、三河知立駅については移転に伴い必要となる土地利用や都市機能整備を推進します。

２.  土地利用

将来都市構造図

都心軸（商業軸）

伊
勢
湾
岸
自
動
車
道

豊田南 I.C

知
立
駅

　　　　　交通軸（道路）

　　　　　交通軸（鉄道）

住宅ゾーン

都市的機能整備ゾーン

商業ゾーン

工業ゾーン

産業ゾーン

農業ゾーン

凡　例
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住宅ゾーンは、現況の土地利用において大部分が住宅地として利用され、今

後も住宅地としての利用を図っていくべき地区、または、計画的に住宅地として

開発・整備する地区とします。

住宅ゾーンにおいては、低層住宅を中心とする地区、中高層住宅を中心とする

地区、住宅が中心であるが生活利便施設や沿道サービス施設の立地も許容する

地区に区分し、それぞれの住環境に配慮した土地利用や施設立地を誘導します。

本市の主要プロジェクトである鉄道の連続立体交差化を含めた「知立駅周辺

総合整備計画」の中で、文化・商業施設などの都市的機能を集約した地域とし

て位置づけられている都心地区を、都市的機能整備ゾーンとして位置づけます。

都市的機能整備ゾーンにおいては、土地区画整理事業や市街地再開発事業

による市街地整備が進められており、円滑な建物立地や都市機能集積の促進を

誘導します。

本市の中心的ゾーンと位置づけられる交通軸で囲まれた地域の中で、知立駅

周辺の地区を、本市の「顔」としての商業核を形成する商業集積の高い商業ゾー

ンとします。

商業ゾーンにおいては、鉄道駅周辺、幹線道路沿道において商業集積を誘導

するとともに、住宅ゾーンとの隣接部付近では、住宅や店舗の複合施設の誘導

を図ります。

現状の工業集積地のほか、工業の活性化に資する、高規格な道路へのアクセ

ス利便性を有する交通軸に隣接した位置に工業ゾーンを配置します。工業ゾー

ンに係る通過交通の市街地内への流入を抑制するため、工業ゾーンは交通軸の

外側に配置します。

工業ゾーンにおいて、すでに工業施設がかなり集積している地区では、今後

も工業地としての利用促進を図ります。

国道155号に係る交通軸の交差点付近は、工業に限らず、広域的な利用・連

携が見込まれる商業・業務機能が立地する地区として、産業ゾーンを配置します。

産業ゾーンにおいては、一団の農地を活用し、今後、新たな産業の誘致を進

めます。

失われつつある都市の緑を保全するため、市街化調整区域の農業振興地域

を農業ゾーンとして位置づけます。

農業ゾーンにおいては、農業振興地域整備計画に基づき、農地の利用促進と

農地の保全を進めます。

 

住宅
ゾーン

商業
ゾーン

工業
ゾーン

産業
ゾーン

農業
ゾーン

都市的
機能整備
ゾーン

（都心地区）
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施策大綱

人と環境にやさしく、健康で安心して暮らせるまちづくり基本目標１

知立市まちづくり基本条例によるまちづくりの基本理念を、本計画の基本目標として位置づけ、施策大

綱を構成します。加えて、5つの基本理念を実現させるための市民及び行政の取組のための仕組みづく

りについて、6つ目の新たな基本目標を設定します。

人、環境、健康、安心は、まちを輝かせるための基本的な要素といえます。このため、防災・防犯・

交通安全等の施策やあらゆる緊急事態に備えた対応を進め、市民の安心を高めます。また、きめ細

かな福祉施策や保健・医療施策の充実、社会保障の適正な運用により人にやさしく健康で暮らせる

まちづくりを進めるとともに、環境配慮の施策により持続性のある地域づくりを行います。

１－１．安心して暮らせるまちづくり

（１）防災・危機管理
（２）地域の安全

１－２．人にやさしいまちづくり

（１）地域福祉
（２）障がい者福祉
（３）生活自立支援

１－３．健康で暮らせるまちづくり

（１）高齢者福祉・介護
（２）健康保険・地域医療
（３）保健・健康づくり

１－４．環境にやさしいまちづくり

（１）循環型社会・エコライフ
（２）環境保全・公害防止

　

地震・水害・火災等の防災・減災対策、危機管理

防犯や交通安全等の対策

地域の支え合いを基本とした福祉の取組

障がい者の生活支援や自立支援

生活自立支援対応や生活保護制度の運用

高齢者の健康・生きがいづくり、介護保険

国民健康保険制度の運営、医療費助成

健康増進や疾病予防

地球温暖化防止やごみ減量

自然環境保全や公害防止

基本施策項目 施策の内容
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人々が集う交流のまちづくり基本目標 2
将来像の「みんな」とは知立に関わりのあるあらゆる人をあらわしており、魅力的な住環境を備え

ることにより住み続けたい・住んでみたいまち、産業や地域資源の充実により訪れたいまちとなるこ

とをめざします。そして、住民や来訪者がいつでも集い交流することにより、にぎわいと活力のある

まちづくりをめざします。

２－１．住みたくなるまちづくり

（１）住宅・住宅地
（２）道路
（３）公園・緑地
（４）上水道・下水道

２－２．訪れたくなるまちづくり

（１）知立駅周辺整備
（２）公共交通
（３）シティプロモーション・観光
（４）産業振興・雇用対策

　

良質な住宅や住宅地の確保、既存住宅の活用

幹線道路や身近な生活道路の整備・改良・管理

公園や緑地の整備・管理

安全な水の安定供給、雨水・汚水の排水処理

基盤整備や機能集積による拠点整備の取組

誰もが安心して移動できる交通手段の確保

知名度向上や観光振興

商業・工業・農業の振興や雇用・就業対策

基本施策項目 施策の内容
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次代を担う子どもを豊かに育むまちづくり基本目標 3

互いの人権を尊重し、思いやりの心を育むまちづくり基本目標 4

本市を将来にわたり輝くまちにしていくためには、子どもを豊かに育むことが不可欠です。子ども

の活力は地域の活力につながります。このため、出産期、乳児期、幼児期、学童期、青少年期を通じ、

健康、子育て、教育などに対し、家庭・地域・学校と連携しながら、子どもに関する施策を総合的

に取り組みます。

地域には、国籍、文化、習慣、性別、世代、考え方などの違う多様な人々が居住しており、それ

ぞれの違いを認め合いながら、お互いを尊重し、すべての人が不安なく生活し、活躍できる地域を

つくることが必要です。このため、人権に関わる幅広い問題について、理解を深め、誰もが思いやり

と優しさを感じる知立づくりのための施策に取り組みます。

（１）子どもの健康づくり
（２）子ども・子育て支援
（３）子どもの学び環境・学校教育

子どもと母親の健康づくり

保育サービスや子育て支援環境の充実

学校や地域における教育や学び環境の充実

（１）多文化共生
（２）男女共同参画
（３）人権

国籍に関わらず住みやすい地域づくり

男女を問わず活躍できる地域づくり

人権に対する市民意識の向上

基本施策項目 施策の内容

基本施策項目 施策の内容
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知立が輝くための仕組みづくり基本目標 6

芸術や文化を大切にするまちづくり基本目標 5

基本目標1から5に取り組むためには、市民と行政が協働して効果的・効率的に取り組む仕組みの

構築が必要になります。このため、市民協働、市民参画、地域コミュニティなど市民主体による取組

を促進するための仕組みづくりとともに、行政運営、財政運営、広報・情報化、広域行政など、効

率的な市役所づくりのための施策に取り組みます。

すべての市民が生涯にわたり学ぶことができ、自分の生活を豊かにするとともに、学びの成果を発

揮して地域に貢献できる機会を整えることが大切です。このため、生涯学習、スポーツ、芸術、文化、

歴史の分野において、市民の学びの観点から充実させる施策に取り組みます。

６－１．市民が取り組む仕組みづくり

（１）市民協働
（２）市民参画
（３）地域コミュニティ

６－２．地域経営力のある行政づくり

（１）行政運営
（２）財政運営
（３）広報・情報化

　

市民の社会貢献活動、協働のまちづくりの推進

市政への参画、市民と行政の対話、情報公開の推進

自治会・町内会等の地域活動の推進

　

行政運営の適正化・効率化、広域行政

健全な財政運営、歳入・歳出の適正化

広報の充実、電子化の推進と個人情報保護

基本施策項目 施策の内容

基本施策項目 施策の内容

（１）生涯学習
（２）スポーツ
（３）芸術・文化
（４）歴史・文化財

生涯学習の推進、公民館活動

地域スポーツ活動の推進、生涯スポーツの推進

芸術・文化活動の推進、図書館の充実

歴史資産・文化財の保全・活用、市史編さん




